
証券取引法の改正に伴う上場制度上の「虚偽記載」の定義の見直しについて 

平成17年２月23日 

株式会社名古屋証券取引所 

Ⅰ．趣 旨 

有価証券報告書等の法定開示書類は、ディスクロージャー制度の根幹をなすものであり、投資者の投資判断上重要な開示書類であることから、当

取引所の上場制度において、新規上場申請者又は市場第一部銘柄への指定を申請する者が有価証券報告書等に「虚偽記載」を行った場合には新規上

場や市場第一部銘柄への指定を一定期間認めないほか、上場有価証券の発行者が「虚偽記載」を行い、かつ、その影響が重大であると認められる場

合には上場廃止することとしています。 

現行上場制度上の「虚偽記載」の定義は、有価証券報告書等について、①内閣総理大臣等から訂正命令を受けた場合、②内閣総理大臣等又は証券

取引等監視委員会から告発が行われた場合及び③訂正報告書等を提出した場合であって、その訂正した内容が重要と認められるものである場合とし

ていますが、本年４月に施行される証券取引法改正により、重要な事項に虚偽の記載がある有価証券届出書等を用いて募集等を行った場合には課徴

金納付命令が出されることとなることから、新規上場申請者又は上場有価証券の発行者が課徴金納付命令を受けた場合も上場制度上の「虚偽記載」

に該当することとする見直しを行います。 

 

Ⅱ．概 要 

項   目 内   容 備   考 

「虚偽記載」の定義 ・有価証券届出書、発行登録書、発行登録追補書類又は目

論見書について、内閣総理大臣等から課徴金納付命令を

受けた場合には、上場制度上の「虚偽記載」に該当する

ものとします。 

・「課徴金納付命令」は、証券取引法第１７２条第１項（同

条第４項において準用される場合を含む）の規定による

命令を指します。 

 

Ⅲ．実施時期 

平成17年４月１日を目途に実施します。 

以  上 



参 考 

 

上場制度上の「虚偽記載」の定義及び各上場基準における取扱い 

 

１．上場制度上の「虚偽記載」の定義 

「虚偽記載」とは、有価証券報告書等（有価証券届出書、発行登録書並びに発行登録追補書類及びこれらの書類の添付書類及びこれらの

書類に係る参照書類、有価証券報告書及びその添付書類、半期報告書並びに目論見書（新設）をいう。以下同じ。）について、 

①内閣総理大臣等から訂正命令を受けた場合、 

②内閣総理大臣等又は証券取引監視委員会により告発が行われた場合、 

③訂正報告書等を提出した場合であって、その訂正した内容が重要と認められるものである場合、 

④内閣総理大臣等から課徴金納付命令を受けた場合、（新設） 

をいう。 

 

２．各上場基準における「虚偽記載」の取扱い 

(1) 株券上場審査基準 

最近２年間の個別・連結財務諸表又は個別・連結中間財務諸表が記載又は参照される有価証券報告書等に「虚偽記載」を行っていないこ

とを要する。 

(2) 市場第一部銘柄指定基準 

最近５年間の個別・連結財務諸表又は個別・連結中間財務諸表が記載又は参照される有価証券報告書等に「虚偽記載」を行っていないこ

とを要する。 

(3) 株券上場廃止基準 

有価証券報告書等に「虚偽記載」を行い、かつ、その影響が重大であると当取引所が認めた場合に上場廃止する。 

 


